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事前分析表［実績目標（大）１］ 

 

 

実績目標の内容及び

目標設定の考え方 

国税庁は、納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現することを使命

としています。この使命を達成するため、次に掲げるところにより、財務省設置法第

19条に定められた任務の一つである、内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を

図ります。 
１．税務行政の適正な執行 

  国税庁がその使命と任務を十分に果たしていくためには、税務行政に対する国民

各層・納税者の方々の理解と信頼が不可欠です。このため、税務行政の執行に当た

っては、納税者に対して誠実に対応するとともに、守秘義務（用語集参照）を遵守

し、綱紀を保持した上で、法令に則り公正かつ誠実に職務を遂行します。 
２．税務行政のデジタル・トランスフォーメーション 

  経済社会の変化に柔軟に対応し、納税者の利便性の向上と課税・徴収の効率化・

高度化を推進する観点から、デジタル技術を活用し、税務に関する手続や業務の在

り方の見直し（税務行政のデジタル・トランスフォーメーション）に取り組みま

す。政府全体の方針に従い、デジタルファースト等の基本原則を推進しつつ、オン

ラインによる申告や納付の割合を向上させるとともに、従来の慣行にとらわれるこ

となく、業務の在り方や働き方の見直しを行います。 
３．納税者サービスの充実 

我が国が採用する申告納税制度が適正に機能するためには、納税者の高い納税意

識と納税義務の自発的かつ適正な履行が必要です。このため、租税の意義や税法の

知識・手続、税制改正の内容などについて正しく理解していただけるよう、国民各

層・納税者の方々の視点に立った広報・広聴活動を行うとともに、相談等に対して

迅速かつ的確に対応します。 

また、窓口等で納税者と接する職員からの事務改善等に係る意見を集約し、事務

処理等について不断の見直しを行うなど、納税者サービスの充実に努めます。 
４．適正な調査・徴収等の実施及び納税者の権利救済 

国税庁がその使命と任務を果たすためには、適正な申告・納税を行った納税者が

不公平感を抱くことのないよう、適正・公平な税務行政を推進することが重要で

す。このため、税務行政の執行に当たっては、関係法令を適正に適用し、効果的・

効率的な調査・徴収等の事務運営を推進するとともに、申告が適正でないと認めら

れる場合には、的確な調査・指導を実施して誤りを確実に是正し、期限内に納付を

行わない場合には、滞納処分を執行するなどして確実に徴収します。 

また、不服申立て等に適正・迅速に対応することにより、納税者の正当な権利利

益の救済を図ります。 
５．国際化への取組 

経済取引のグローバル化・デジタル化の進展により、新たな取引形態が拡大する

中で、国際的な租税回避行為への対応や税務上のコンプライアンスの維持・向上な

どの課題に的確に対応するため、外国税務当局との知見の共有や協力関係の強化な

ど、国際化への取組を推進します。 

これらの取組に当たっては、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、納税者等

の状況に即した柔軟な対応に努めます。 

上記の「実績目標 (大)」を達成するための「実績目標 (小)」 

 

実績目標(小)1-1：税務行政の適正な執行 

実績目標(小)1-2：税務行政のデジタル・トランスフォーメーション【新設】 

実績目標(小)1-3：納税者サービスの充実 

○ 実績目標(大)１：内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収 
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実績目標(小)1-4：適正な調査・徴収等の実施及び納税者の権利救済 

実績目標(小)1-5：国際化への取組 

（注）「実績目標(大)１」は、「実績目標(小)１－１から１－５」の評価結果を総合して、評価を行います。 

   なお、実績目標(小)の内容は、目標ごとに記載しています。 
 

関連する内閣の基本方針等  

○ 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律 

○ 「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和２年12月25日閣

議決定） 

○ 「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日閣議決定） 

○ 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律 
 

今回廃止した測定指標とその理由 

令和２事務年度まで実績目標（大）１に設定していた実績目標（小）、業績目標、施策及び測定指標等に

ついては、政府全体の方針である「デジタル化の推進」を踏まえて行った目標体系の見直し等に伴い、令和

２事務年度から変更した部分があります。具体的な変更内容は、各実績目標（小）の「今回廃止した測定指

標とその理由」欄に記載しています。 

参考指標 

○参考指標１「国税職員の定員の推移」 
○参考指標２「申告書の提出件数（個人）」 
○参考指標３「相続税申告書の提出件数」 
○参考指標４「申告書の提出件数（法人）」 
○参考指標５「収納済税額」 
○参考指標６「徴税コスト」 
○参考指標７「事務改善についての提案件数」 
○参考指標８「非行の予防講話等の実施回数（署職員１人当たり）」 

 

実績目標に係る予算額 平成30年度 令和元年度 ２年度 ３年度当初 
令和 ３年度行政 

事業レビュー番号 

 

内国税等の賦課及

び徴収に必要な経

費 
123,190,067千円 119,872,910千円 132,333,894千円 58,226,276千円  

（注１）「実績目標に係る予算額」の表中には、実績目標(大)１に係る予算額を記載しています。 

（注２）斜線は対応する行政事業レビューがないことを示します。 

（注３）令和元年度予算については、上記のほか予備費として1,240,216千円が計上されています。 

担当部局名 

長官官房（総務課、情報公開・個人情報保

護室、公文書監理室、税理士監理室、広報

広聴室、人事課、会計課、企画課、情報技

術室、法人番号管理室、参事官付、国際業

務課、相互協議室、厚生管理官、監察官、

税務相談官）、課税部（課税総括課、消費

税室、消費税軽減税率制度対応室、審理

室、個人課税課、資産課税課、法人課税

課、酒税課、資産評価企画官、鑑定企画

官）、徴収部（管理運営課、徴収課）、調

査査察部（調査課、査察課）、税務大学

校、国税不服審判所 

実績評価実施予定時期 令和４年10月 

 


